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議題２
中期再編における

中核病院に関する検討状況【報告】

（１）これまでの経過

（２）中期再編で目指すべき姿

（３）新たな中核病院に関する検討状況

資料２
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（１）これまでの経過

検討内容

再編に関する

大枠の方向性

（令和6年3月）

P.5～P.6

合意内容

⚫ 大枠の方向性として、以下５点をパッケージで実現する必要がある。

①中核病院の集約・機能強化 ④病院間連携に向けた仕組みづくり

②地ケア病院の機能・規模適正化 ⑤地域全体での医業収支改善（経営の持続性確保）

③医療人材の確保に向けた仕組みづくり

⚫ 今後、中核病院や地ケア病院の病床規模・機能について検討するとともに、中核病院の施設及び地ケア病院
の数や病床数についても検討する必要がある。

検討内容

中期再編の

必要性

（令和5年6月）

P.3～P.4

合意内容

⚫ 将来にわたって持続可能で質の高い医療を提供しつづけるためには、地域医療構想グランドデザインに基づ
く抜本的な医療再編が必要である。

• 人口減少が進み、病院経営を取り巻く環境も厳しさを増す中、現状の体制では医療が立ち行かなくなる懸念がある。

• 今のうちに速やかな対策として、グランドデザインに基づく医療再編が必要ではないか。

検討内容

地域全体で必要な

病床規模・機能
（令和6年8月）

P.7～P.11

合意内容

⚫ 地域全体で将来必要となる病床規模（地域全体の急性期、回復期、慢性期別病床数）について概ね合意した。

• ただし、現場感覚からすると、回復期・慢性期の病床数が多すぎるのではないか等の指摘あり。

⚫ 中核病院と地ケア病院が担うべき機能について検討したところ、以下のとおり大枠で合意した。

• 中核病院は、急性期機能や救急機能（重症救急、休日・夜間の軽症・中等症救急）を担うとともに、地域全体を見
通し、地ケア病院の機能強化を図るための医師派遣機能を担う。

• 地ケア病院は、さらなる機能強化を図り、回復期患者の早期受入れ及び早期の在宅復帰を担うとともに、平日日中
のサブアキュート（軽症・中等症の救急）対応や地域の外来機能（かかりつけ機能）も担う。

年度内の再編素案の合意に向けて以下のとおり進める。

〇開設者間での検討
以下の事項について、調整会議での合意を踏まえ、開設者間での検討を速やかに開始し、その状況を調整会議で適時報告・共有する。
＜検討事項＞ ①中核病院のつくり方（運営方法などのソフト面、施設・設備に関するハード面の検討）

②各地ケア病院の病床数

〇病院間連携に向けた仕組みづくり
コアメンバー検討会を中心に、引き続き地域での検討を行う。
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参考：中期再編の必要性（令和５年６月調整会議資料）

①人口減少について
• 予想より早いスピードで人口が減少。

• 医療需要よりも労働人口の方が早く減少。

• スタッフ不足による診療機能の低下は既に（圏
域内の病院でも）始まっている。

②病院経営について
• 圏域内のほとんどの病院が赤字経営で、危機的

状況にある。

• スタッフ確保はもちろん、設備投資をしようと
思っても経営的に難しい。

③上越医療圏における医療の現状
• 中核病院における高度医療機能は伸びしろがあ

る。

• 回復期、慢性期、在宅医療の提供能力も不足し
ている。

• 病病連携は医療機関の努力に依存している。
（地域として病病連携を行う仕組みがない。）

• 隣接圏域との距離があるので、当医療圏で医療
を完結する必要がある。

④対策の方向性
• 圏域の医療が立ち行かなくなる懸念があ

る中、今のうちに速やかな対策が必要。
（医療機能と人の集約化は急いで検討す
べき課題）

• 再編にあたっては、他県における医療再
編の動向も意識し、当医療圏では先んじ
て取り組むべき。（医療人材の獲得につ
ながる）

• 圏域全体の抜本的な医療再編の検討は、
早期（１年程度）に行うべきではないか。

• 再編の完了までに10年かかるというのは、
長すぎるのではないか。

⑤その他
• 地域に必要とされている機能について、

地域の関係者全員でデータを用いて分析
し、検討を行う必要があるのではないか。

• 再編の趣旨や時期に関する情報のほか、
医療人材が地域で必要とされているにつ
いて点も、しっかりと発信していくべき。

検討における主な意見

過去の調整会議資料
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参考：中期再編の必要性（令和５年６月調整会議資料） 過去の調整会議資料
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１上越医療圏における医療課題

• 患者の減少
➢ 回復期病院では患者減の影響が出始めている
➢ 今後、急性期病院でも患者減の影響が顕在化

• 担い手の減少
➢ どの病院でも医師や看護師等の確保に難渋
➢ 特に、地ケア病院では医師の確保が深刻
➢ 開業医も高齢化、休日夜間診療含め外来医療機能が低下

• 経営困難
➢ ほとんどの公立・公的病院で医業収支がマイナス
➢ このまま何もしないと赤字はさらに拡大し、経営が困難に

• 医療機能の不足
➢ 上越医療圏では対応できない高度医療がある

• 病院間連携が不十分
➢ 回復期病床が十分に活用されていないケースもある
➢ 地域全体を見通して病床利用を調整する機能がない

２目指すべき姿
（持続可能で質の高い医療提供体制）

人口減少局面でも、
引き続き適切に医療を受けることができる
（医療へのアクセスが確保されている）

• 今よりも手厚い体制で急性期医療・救急医
療・周産期医療を受けることができる

• 今対応していない高度医療を圏域内で受け
ることができる

• 質の高い回復期医療を受けることができ、
早期に自宅に復帰することができる

• 地域で外来医療を受けることができる

３目指すべき姿を実現するための手段
（中期再編に関する大枠の方向性）

以下をパッケージ※で早期に実現

① 中核病院の集約・機能強化

② 地ケア病院の機能・規模適正化

③ 医療人材の確保に向けた仕組みづくり

④ 病院間連携に向けた仕組みづくり

⑤ 地域全体での医業収支改善（経営の持続性確保）

※できるものから順次取り組み、最終的には全てを早期に実現する

中期再編

参考：中期再編に関する大枠の方向性（令和６年３月調整会議資料） 過去の調整会議資料



中期再編イメージ※１

糸魚川市
約4万人

妙高市
約2.8万人

上越市
約18万人

集約
＆

機能強化

中核病院
（高度急性期）
（急性期）

現状継続
の方向

地ケア病院
（回復期）
病院数や病床数は
今後の検討事項

県立中央
（530床）

高度急性期
急性期

厚生連上越総合
（313床）

急性期

上越市立

上越地域医療センター
（197床）

回復期

現在、上越医療圏における一般病床を有する病院群

回復期 県立柿崎
（55床）

回復期
慢性期

県立妙高
（56床）

回復期
厚生連けいなん総合

（120床）

急性期
回復期

厚生連糸魚川総合
（261床→R6.4から199床）

機能・規模
適正化

回復期
慢性期

国立病院機構

さいがた医療センター
（一般162床）

慢性期
知命堂

（一般145床）

慢性期
よしだ

（一般60床）

機能面からみた中期再編イメージ

地域
密着型

機能・規模
適正化

救急
拠点型

今後の検討ポイント

中核病院
✓ 医療機能
• どのような高度機能を付加するか等

✓ 病床規模
• 圏域内の急性期需要に足る病床数

✓ 施設
• 以下を踏まえて、費用便益の観点から、最
適な施設を検討する
➢ 医療機能が実現できる
➢ 全国から医師を集めることができる
➢ 医局からの医師派遣が継続できる
➢ 早期に実現できる

地ケア病院
✓ 医療機能
• 回復期機能が有効に機能するためにどのよ
うな機能が必要か

• 救急拠点型はどの程度の診療機能を持つべ
きか 等

✓ 病床規模
• 回復期を受け止めることができる最適な病
床数はどのようなものか

• どのようなステップで規模適正化を図るか

✓ 施設
• 上越市内における回復期を担う地ケア病院
の施設数及び病床数はいくつが最適か

現状継続
の方向

現状継続
の方向

現状継続
の方向

・手厚い医療体制（急性期、救急、
周産期小児）

・今対応していない高度医療の提供

・質の高い回復期医療
・早期に自宅復帰
・地域で外来医療が
受けられる

機能・規模
適正化

一体的運営

✓ 中核病院で確保した医療人材を地ケア
病院にも派遣（柔軟な配置）

✓ 地域全体のベッドコントロール など

※１これまでのコアメンバー検討会等での意見を整理し、イメージ化したものです。
本イメージは、現時点で確定しているものではなく、「今後の検討のポイント」を踏まえた検討によって変わっていくものであることに注意してください。

機能・規模
適正化

地域
密着型

地域
密着型

地域
密着型

地域
密着型

地域
密着型

地域
密着型

※２地域医療構想グランドデ
ザインにおける基本的な役割
のイメージであり、機能分化
の大きな方向性を表したもの。
詳細は、地域の状況を踏まえ
て今後検討。

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２
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参考：中期再編のイメージ（令和６年３月調整会議資料）
過去の調整会議資料
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参考：将来必要となる病床規模・機能の検討にあたっての入院患者分析（令和６年８月調整会議資料）

高度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 合計

県立中央 5.1 229.1 139.5 0.9 1.0 375.6

上越総合 3.2 115.3 130.4 2.4 4.0 255.3

センター病院 0.0 0 141.0 3.0 0.3 144.3

新潟労災 0.0 21.6 50.9 0.9 0.4 73.8

知命堂 0.0 0 0.2 134.4 0.0 134.6

柿崎 0.0 0 32.3 0.8 0.1 33.2

さいがた（注） 0.0 0 0.0 138.9 0.0 138.9

けいなん 0.0 0 54.9 53.8 0.5 109.2

妙高 0.0 0 27.9 3.4 0.0 31.3

糸魚川 0.0 51.6 124.8 24.3 0.7 201.4

よしだ（注） 0.0 0 11.4 4.2 0.0 15.6

各病院に入院している患者の状況（急性期、回復期、慢性期）2023年度

将来必要となる病床規模・機能の適正化を検討するにあたり、2023年度において各病院にどのような区分（急性期、
回復期、慢性期）の患者が入院しているか分析を行った※ところ、急性期病院に多くの回復期患者が入院していること
がわかった。

※病床機能報告では入院患者ごとに高度急性期、急性期、回復期、慢性期の区分が把握できないことから、独自に分析を行ったもの。
※詳細は令和６年８月調整会議における資料１参考資料P.14、P.15のとおり

0 100 200 300 400

よしだ

糸魚川

妙高

けいなん

さいがた

柿崎

知命堂

新潟労災

センター病院

上越総合

県立中央

高度急性期・急性期 回復期 慢性期 その他

出所 DPCデータ（令和５年４月～令和６年３月）

（注）さいがた医療センター及びよしだ病院は、分析に使用したデータの状態から、分析精度が他病院と異なる。

（単位：人／日）

人／日

過去の
調整会議資料



8

参考：将来必要となる病床規模推計（令和６年８月調整会議資料）

推計前提
• 現状では急性期病院に入院している回復期相当の患者について、全て回復期病院で受入れ
• 糸魚川市医療体制調整会議の議論の基づき、糸魚川市における急性期必要病床数の1/2相当を中核病院に移行

入院患者分析でわかった患者数を用いて、
将来必要となる病床規模の推計を行った。

過去の調整会議資料
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中期再編の目的

• 人口減少局面でも、引き続き適切に医療を受けることができる環境を維持する。

中期再編により得られるメリット

• 手厚い体制で医療を受けることができる。

• 圏域内で医療を受けることができる。

• 質の高い回復期医療を受けることができ、早期に自宅に復帰することができる。

• 地域で外来医療を継続的に受けることができる。

将来必要となる病床規模・機能

（１）規模

• 次ページのとおり。ただし、各病院の病床数を具体化するにあたり、必要に応じて適宜修正を行う。

（２）機能

• 中核病院は、急性期機能や救急機能（重症救急、休日・夜間の軽症・中等症救急）を担うとともに、地域全体を見
通し、地ケア病院の機能強化を図るための医師派遣機能を担う。

• 地ケア病院は、さらなる機能強化を図り、回復期患者の早期受入れ及び早期の在宅復帰を担うとともに、平日日中
のサブアキュート（軽症・中等症の救急）対応や地域の外来機能（かかりつけ機能）も担う。

開設者による検討

• 中核病院のつくり方（ソフト、ハード）、地ケア病院の具体的な病床数は、調整会議での合意内容を踏まえ、開設
者間で速やかに検討を開始する必要がある。

再編の時期

• 開設者間の速やかな検討を踏まえて今後決定

• ただし、地域全体で医療機能が低下し、医療提供ができなくなる前に、早く進める方向で考えるべき。

過去の調整会議資料参考：将来必要となる病床規模・機能①（令和６年８月調整会議資料）
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（注）上越医療圏における一般病床、感染症病床、療養病床を有する病院群が対象

※1 令和6年8月調整会議における資料１の3ページのリサーチに基づき、急性期（高度急性期を含む）、回復期、慢性期ごとの患者数及び入院先の病院名を記載
※2 届出入院料から分類した令和6年3月31日時点の病床数（８ページ左上の表と同じ）

参考：将来必要となる病床規模・機能②（令和６年８月調整会議資料）
過去の調整会議資料
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年度内の再編素案の合意に向けて以下のとおり進める。

〇開設者間での検討
以下の事項について、調整会議での合意を踏まえ、開設者間での検討を速やかに開始し、
その状況について調整会議で適時報告・共有する。
＜検討事項＞
①中核病院のつくり方（運営方法などのソフト面、施設・設備に関するハード面の検討）
②各地ケア病院の病床数

〇病院間連携に向けた仕組みづくり
コアメンバー検討会を中心に、引き続き地域での検討を行う。

参考：今後のスケジュール（令和６年８月調整会議資料）

※１ コアメンバー検討会
• 調整会議議長
• 上越医療圏で一般病床を有する病院（県立中央、上越総合、上越地域医療
センター、知命堂、県立柿崎、さいがた、けいなん、県立妙高、糸魚川総
合、よしだ、病院開設者（適宜参加））

• 上越市、妙高市、糸魚川市

※２ 調整会議での検討事項
• 調整会議では、上越中期再編における医療機関の役割、機能の方向性につ
いて検討を行う。

• 病院開設者等は、調整会議での合意に沿って、運営のあり方や施設・設備
等について、地域の意向を尊重した検討を行う。

新潟県地域医療構想調整会議設置要綱より

過去の調整会議資料
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⚫ 高度・専門的な医療、救急に対応できる
➢機能強化を図ることができる。
➢重症救急に対応するほか、休日・夜間における軽症・中等症の救急にも対応できる。

⚫ 医療スタッフが確保できる
➢高度・専門的な医療を支え、地ケア病院の機能強化をサポートするために十分な医療スタッフが確保できる。
➢現在上越地域で急性期医療を支えているスタッフの集約を図りつつ、全国からも集めることができる。

⚫ 回復期患者の速やかな地ケア病院への転院を確保できる
➢急性期を脱した患者の地ケア病院での早期引き受けのために必要な地ケア病院の機能強化をサポートするため、
医師等を派遣することができる。

⚫ 持続可能な経営ができる
➢将来に向けて持続可能な経営が確保できる

⚫ 病院間連携をリードできる
➢地域全体と連携して医療ができる

連携

（２）中期再編で目指すべき姿

中
核
病
院

地
ケ
ア
病
院

⚫ 急性期を脱した患者の早期受入れ、早期の在宅復帰を担うことができる
➢急性期を脱した患者（DPCⅢ期以降の患者など）を中核病院から速やかに受け取ることができる。
➢受け入れた患者に対するリハビリ等を行うなど、早期の在宅復帰に向けて取り組むことができる。
➢総合診療的な役割を果たす医師を中心に医師確保・養成を図るとともに、中核病院からの医療スタッフの派遣
サポートを受けて、回復期機能の強化を図ることができる。

⚫ 軽症・中等症の救急に対応できる
➢高齢者救急に多いサブアキュート（軽症・中等症の救急）について、平日日中の受入れを担うことができる。

⚫ 地域の外来機能を担うことができる
➢開業医の高齢化に伴う地域の内科医不足を補うため、地ケア病院において地域の外来機能を担うことができる。

⚫ 持続可能な経営ができる
➢将来に向けて持続可能な経営が確保できる
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（３）新たな中核病院に関する検討状況

⚫ 前回の調整会議以降、目指すべき中核病院の姿を実現するために、運営主体や使用する施設に
ついて、必要な医療スタッフの確保や経営の持続性、また、周辺病院との連携確保などの視点
から、開設者間の検討及び地元市も含めた意見交換を行ってきた。

⚫ その結果、

• 医療スタッフの確保を図る上では、集約後に様々な経験・背景を持つ医療人材がモチベー
ションを維持し続けられるような集約を行う必要があること

• 昨今、建築費が急騰している状況等を鑑みると、直ちに病院施設を新築することは難しさ
があることから、現時点では、既存施設の改修により、中核病院に求められる機能強化を
果たしていくこと

• 新たな中核病院はその機能を十分に発揮するためには、周辺病院との十分な連携により、
医療スタッフの派遣や円滑な患者搬送に向けた体制の強化が必要であること

など、方向性に関する意見は概ね一致していた。

⚫ しかしながら、目指す方向性を実現するための手法については、より具体的な議論が必要であ
るため、検討を継続しつつ、まずは、病院間の連携を進めていくために、現場レベルでの具体
的な取り組みについて、他の地域における地域医療連携推進法人の取組事例なども参考に、出
来ることから速やかに実施することとしている。
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